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「継承」と「変革」
～製薬協のビジョンを未来へ～
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就任抱負
「価値共創」～日本国民と目指したいヘルスケアの未来～
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はじめに

初代会長 武田長兵衛創立当時の事務所 総会の様子

1968年創立から続く

「患者参加型医療」を実現しながら

革新的な新薬の創出を通じて世界の医療に貢献していく
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はじめに

多様性＝科学
異なる要素が出会い、新しい価値を生み出す力になる
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はじめに 

就任抱負
「価値共創」～日本国民と目指したいヘルスケアの未来～

「継承」と「変革」
～製薬協のビジョンを未来へ～
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3

アジェンダ
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日本のあるべき医療の姿とは？
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国民皆保険 超高齢社会

働き手の減少フリーアクセス

AI診断

技術革新

医師偏在

医療格差

超高齢社会の先進国として「日本型医療モデル」を確立



医薬品産業が生み出す価値

「国民・患者さんの健康向上」を価値の起点に「経済」や「社会」への貢献を実現していく

国民・患者さんの

健康への貢献

社会への貢献
– 投資・先端技術で革新的医薬品
を創出し、安定的に供給

– 患者さんの治療成績が向上

経済成長への貢献

– 医療全体のリソースと治療成績
が「見える化」される

– 医療観点のイノベーションが継続

– 医薬品の価値が正しく評価され、
適切に財源が配分

– 創薬・開発投資が適正化され、
医薬品産業が経済発展に貢献
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価値実現に求められるCo-creation（共創）

未来の「医療のあるべき姿」を創り出すために、産業内外との連携を行い価値を共創していく

国民・患者さん・保険者

企業・ベンチャーキャピタル
（産業横断）

行政

医療関係者 アカデミア

価値の共創

対話
医療・医薬品をとりまく現状の理解

相互理解
国民を含む各ステークホルダーの

「できること」を共有

共通課題の解決
課題解決に向けた

ステークホルダー横断でのアクションの推進
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雇用者一人当りの粗付加価値額（GVA）:
(実質, 2020年) 5

37百万円

製造業平均 13百万円

医薬品産業の粗付加価値額（GVA）:
(実質, 2020年) 4

5.2兆円
(2016年: 3.9兆円)

(2016年: 24百万円)

日本における医薬品産業のこれまでの貢献

国民の「健康」への貢献 国の「経済成長」への貢献

国民の健康改善: 全がん5年相対生存率2

 (2009-11年診断)

64 %

国民の健康改善：寿命延伸（男女平均）3

 （2020年）

85歳

医薬品アクセス:国内承認新薬数1

 (2019-23年)

670品目
(2014-18年: 562品目)

(1993-96年診断: 50%)

(2000年：81歳)

社会的課題となる疾患に対する
    治療薬の創出

希少疾患治療へ
 の取組

QOL向上への
  取組

感染症 生活習慣病

がん 認知症

精神疾患（うつ等）
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GVA: Gross Value Added

出所: 1) 医薬産業政策研究所「日米欧の新薬承認状況の比較」；2) 国立がんセンターHP_地域がん登録によるがん生存率データ（1993年-2011年診断例）；3) 厚生労働省「完全生命表」

4) 経産省「延長産業連関表_平成27年（2015年）基準」の2020年統合分類 実質値データ；5) 経済産業省「延長産業連関表」、e-stat「医薬品産業実態調査」



医薬品産業は日本の成長を担う基幹産業
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医薬品は国内生産額に占めるGVA額が高く、投資意義が大きい

出所: 経済産業省 令和2年延長産業連関表 (平成27年基準、実質値ベース) ※統合中分類96部門の内、製造業は38種 (総GVA508兆円の内、製造業GVAは74兆円 (15%))。その内、国内生産額が3兆円以下の産業を除いた、19種の産業をグラフ化 

GVA（国内粗付加価値：兆円）
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国内の主要製造産業のマッピング（GVA × GVA効率, 実質値ベース)
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生産用機械 (16.1)

自動車部品・同附属品 (22.9)

業務用機械 (5.8)

石油製品 (12.5)

化学最終製品（医薬品を除く） (7.2)

産業用電気機器 (8.5)

医薬品 (8.9)

建設用・建築用金属製品 (4.2)

プラスチック製品 (11.9)
紙加工品 (3.2)

電子デバイス (6.2)

有機化学工業製品（石油化学系基礎製品・合成樹脂を除く） (5.1)

食料品・たばこ (30.3)

通信・映像・音響機器 (3.2)

非鉄金属加工製品 (4.5)

はん用機械 (10.2)

パルプ・紙・板紙・加工紙 (3.6) 鋼材 (10.9)

乗用車 (14.2)

バブルサイズは
国内生産額(兆円)を示す

投資意義が
大きい



日本の医薬品産業を取り巻く課題

研究開発～生産・製造～承認・償還の各フェーズにおける課題を解決することでさらに価値を高める

研究開発（創薬） 承認・償還（制度）生産・製造

予見性の低い市場
国内医薬品市場の年平均成長率

2015～2024年の10年間3

+0.4％
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創薬力の低下傾向
創薬力1

2023年

世界6位

経済安全保障リスク
国内医薬品

海外輸入割合2

7割

創薬 制度生産

出所：1) 創薬力ランク 出所：CopyrightⒸ 2025 IQVIA. IQVIA World Review Analyst, Data Period 2023, IQVIA Pipeline & New Product Intelligence, Evaluate PharmaⓇ（2024年11月時点）、Clarivate Cortellis Competitive Intelligence を基に医薬産業政策研究所にて作成
（無断転載禁止）

出典：医薬産業政策研究所 政策研ニュースNo.71（2024年3月）
2) 主成分の数において国産より輸入のほうが多い医薬品または、外国製造業者が最終製造工程及び包装・表示工程を行った上で輸入した医薬品
3) Copyright©IQVIA. JPMを基に作成 (無断転載禁止)



「製薬業界からアカデミア等への目利き支援・ノウハウ共有」「グローバルヘルスケアVCの誘致」が重要

日本の創薬力の現状
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創薬力ランク（品目数）

• アカデミアと企業/VC間の人材交流・
支援、市場ニーズに基づく研究の推進

• 産学官交流機会、官民連携イノベー
ション拠点の設立、橋渡し研究の支援

研究

臨床
実用化

48

9

9

10

8

9

諸外国の取組から得られる示唆
（アメリカ、スイス等）

• 国際市場に精通し、ヘルスケアに特化
したファンドによる投資

• グローバルVC中心の支援で、研究
初期から世界市場を見据えて繋ぎこみ

産学連携

による

市場ニーズ視点での目利き

グローバルヘルスケアVC誘致

による

国内外からの投資呼込み

その他

2023年

６位

創薬 制度生産

注：創薬力ランク
出所：CopyrightⒸ 2025 IQVIA. IQVIA World Review Analyst, Data Period 2023, IQVIA Pipeline & New Product Intelligence, Evaluate PharmaⓇ（2024年11月時点）、Clarivate Cortellis Competitive Intelligence を基に医薬産業政策研究所にて作成（無断転載禁止）
出典：医薬産業政策研究所 政策研ニュースNo.71（2024年3月）



過去10年間の日本におけるバイオファーマへのVCの投資規模は小さい

出所: Pitchbook (2014-2024), Kearney Analysis

$ 17 億 $ 22 億

$ 51 億 $ 53 億

$ 138 億

$ 393 億

$ 1,573 億

バイオファーマへのVCディール総額（2014-2024）

13

ベンチャーキャピタルによる投資規模の国際比較

約93倍

創薬 制度生産



経済安全保障リスクを鑑み、国内生産強化の推進が求められる

日本の医薬品供給額に占める海外への依存状況 剤型分類別 (2023)

出所: 薬事工業生産動態統計調査を基に試算 注釈 1) 主成分の数において半数以上が国産の医薬品、2) 主成分の数において国産より輸入の方が多い医薬品
3) 外国製造業者が最終製造工程及び包装・表示工程を行った上で輸入した製品、及び外国製造業者が包装・表示工程を行った製品を輸入し、国内の製造販売業者が包装・表示工程を行った製品、 4) 外用液剤、坐剤、軟膏・クリーム剤等

単位: 兆円

5.2
(53%)

1.5
(16%)

3.0
(31%)

2013

3.0
(24%)

6.0
(49%)

3.4
(27%)

2023

9.7

12.4

国産1 輸入生産2 最終製品輸入3

国内医薬品供給の海外依存

19%

30%

52%

25%

68%

8%

27%

30%

43%

注射剤 (液剤/粉末剤) 経口剤 その他4
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創薬 制度生産

76％



生産機能の強化を通じて経済安全保障上のリスクヘッジと経済成長を実現する

求められるバイオ医薬/新規モダリティの生産機能誘致

今後のバイオ医薬品/新規モダリティ

過度な海外
依存のリスク

需要拡大

海外生産の
拡大

高品質な医薬品の製造拠点として世界に貢献
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– 低分子からバイオ医薬や新規
モダリティの開発へ移行

– 生産機能・人材が海外依存

– 低コストにより海外製造が進む

– 製造工程における品質担保

– 供給における地政学的リスク

–国際競争力を強化

–地域経済の活性化と雇用創出

• 新規モダリティの設備投資支援

• ワクチン生産拠点整備

(有事・緊急対応)

• 生産・製造におけるDXの推進

• バイオ・新規モダリティの人材育成

国内で継続して強化すること

CMO/CDMO

新規モダリティ

製造設備

創薬 制度生産



社会保障費は高齢化の伸び相当に抑制されており、その多くは薬剤費から捻出

社会保障費のシーリング

出所：財務省・内閣府

薬価関連施策による抑制効果社会保障費の現状

前年度分
(社会保障関係費)

抑制分

自然増分

高齢化の伸び

骨太方針 「目安対応」

2025～2027年度までの3年間
歳出改革努力（目安に沿った予算編成）を継続

35.8

36.3

36.9

37.7

38.3

2021 2022 2023 2024 2025

社会保障関係費（兆円）

抑制額
▲1,300億円

薬価関連
▲1,000億円

抑制額
▲2,200億円

薬価関連
▲1,600億円

抑制額
▲1,500億円

薬価関連
▲700億円

抑制額
▲1,400億円

薬価関連
▲1,300億円

抑制額
▲1,100億円

薬価関連
▲600億円

社会保障予算は
高齢化の伸びの分だけ許容

社会保障削減額のうち
70％以上が薬価関連引き下げ額
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2016年以降の多様かつ不規則な制度変更実施により、日本への投資魅力度は低下

予見可能性

薬価政策による業界へのインパクト

2016 特例拡大再算定

2018 薬価制度抜本改革

2019 費用対効果評価

2021 中間年改定

2024 イノベーション評価拡充
2022 高額薬剤ルール

2023 中間年改定
2025 中間年改定
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創薬 制度生産

業界への
インパクト



製品カテゴリ別医薬品の売上金額

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度2015年度 2024年度

10.7
10.3 10.3 10.4 10.4 10.5

11.0 11.1

10.1 10.1

特許品
（新薬創出加算品含む）

長期収載品

後発品

その他

年平均成長率

+0.4％
(2015-24年度)

2015年から10年間で日本の医薬品市場はほぼ横ばい

年平均成長率

+2.3%

▲9.8％

+2.1％

+6.2％

医薬品市場（兆円）
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創薬 制度生産

出所: Copyright©IQVIA. JPMを基に作成(剤形・規格別に算出、無断転載禁止)



医療の高度化を反映した国際競争力のある医薬品市場へ

革新的な医薬品の創出によって全世代の健康に貢献する

医薬品市場1 （兆円）

2018年度 2024年度 2030年度

80.98 81.05

72.14 72.57

2016 2022 2040

男性

87.14 87.09

74.79
75.45

2016 2022 2040

女性

平均寿命

健康寿命

平均寿命・健康寿命2 （歳）

⚫ 治療手段の乏しい疾患への投資拡大により健康に貢献
• 小児用治療薬の研究開発
• 希少疾病用医薬品の開発 etc..

全世代の健康に貢献

平均寿命と健康寿命の
延伸に貢献
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創薬 制度生産

出所: 1) Copyright©IQVIA. JPMを基に作成 (無断転載禁止)   2) 厚生労働省 第1回 健康日本21（第三次）推進専門委員会 資料を基に作成

長期収載品

後発品

その他

10.1

11.1

（イメージ） （イメージ）（イメージ）

特許品
（新薬創出加算品含む）
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持続可能な社会保障制度の実現に向けて

目指す方向性

医療全体の効率化と価値の再配分

(医療DX等の利活用)

“医療の高度化”、“物価動向や賃上げ”への対応だけでなく、
医療DXによる医療全体の効率化と価値の再配分が必要

 医療の高度化の反映

革新的新薬の創出加速

 経済・物価動向、賃上げ等への対応

事業の健全性や安定供給の確保

 最近の税収増加状況、など
前年度分

(社会保障関係費)

出所: 内閣府「国民経済計算」, 厚生労働省「国民医療費の概況」及び、健康保険組合連合会「医療保険制度の将来構想の検討のための調査研究
Ⅱ」を基に作成。2040年は健保連のデータから現状投影シナリオの数値を採用。高齢化率は「国勢調査」「人口統計」「日本の将来推計人口」から作成

国民医療費(兆円)

予測

医療費の増大

医療費率は
10.1%まで上昇

高齢化率
23%

35%

29%

国民医療費（兆円） 医療費率（対GDP：%)

予測高齢化率 (%)

医療費率（％）
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高齢化の伸び

医療DX



日本の医療DXの活用状況

企業・医療機関・国民のいずれにおいても医療DX促進の余地が大きい

製薬企業 医療機関 国民・患者さん

医
療D

X

（
デ
ー
タ
活
用
）
状
況

要
因

– データ標準化・共有の
プラットフォーム整備の遅れ

– データ利活用のノウハウ不足 等

– デジタルツール活用に対する
メリットの理解不足

– IT・セキュリティリテラシーのバラつき 等

66%

~100%
1.5倍

電子カルテ普及率
（一般病院、導入率、2023）

健康管理にデジタルツールを活用している割合
（20-60代、利用率、2023）

39%

~67%
1.7倍

RWDを活用した新規承認件数1

（厚生労働省・FDA、承認件数、2021-22）

4

88
22倍

注: 1) 日本は2022年3月時点、米国は2021年6月時点. RWD: リアルワールド データ
出所: Nature; Purpura et al. (2021); Kanakubo et al. (2019); 厚生労働省; Johnson&Johnson
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創薬 制度生産 医療DX

– 導入による
経済的・業務的負担が大きい

– 導入へのインセンティブ不足 等



医療DXによる効率化と価値の再配分

より価値の高い医療・医薬品への再投資と国民・患者さんへの最適な医療提供を実現

医療・医薬品産業の変化 国民・患者さんへの効用

革新的医薬品の開発加速

高度医療人材の育成

社会的課題への対応

患者体験の向上

医療の均てん化

有事の医薬品供給

個別化医療の実現

資源の再投資

最適な医療提供

患者さん

データプラットフォーム

製薬企業

医薬卸

医療機関

– 患者の声やRWDを活かした創薬設計（AI創薬）

– 臨床開発の効率化と早期承認への貢献

– 生産効率・品質の向上（スマートファクトリー）

– 医薬品の適時供給

– データに基づいた在庫最適化

– 治療成績・コストの「見える化」

– 適切な治療アクセス（薬局等との連携）

22
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アクションプラン（～2026年）

ステークホルダーとの対話を通じた役割の明確化を行い、価値共創に向けた取組を推進

官民対話を通じた投資・
シーズ誘致の着実な実行

バイオ医薬品、新規モダリティの
生産体制整備の検討

製薬業界からアカデミア・AMED
へのノウハウの提供

生産における
バイオ人材の育成

創薬

制度

主幹組織立上げとステーク
ホルダー横断の議論の実施

医療DXの全体構想・
実行計画の策定

国際的知財保護・
知財施策の推進

薬価に反映すべき
革新的新薬の価値の議論開始

製薬内外ステークホルダーとの
財源に関する共通課題解決

審査報告書の充実
ASEAN諸国とのリライアンスパス
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医療DX

創薬 制度生産 医療DX

生産

Co-creation（共創）

明確な
役割分担

製薬協の取組 実現したいこと

日本特有の
創薬エコシステムの強化

主にバイオ医薬品を
対象とした生産機能誘致

予見性改善と医薬品の価値
に応じた薬価制度

グローバルの規制調和

新しい財源再配分モデルの
導入方針の策定



はじめに 

就任抱負
「価値共創」～日本国民と目指したいヘルスケアの未来～

「継承」と「変革」
～製薬協のビジョンを未来へ～

1

2

3

アジェンダ
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継承と変革：ビジョン実現のために

25

01 02 03Innovation Access Trust

－製薬協産業ビジョン2035－
「我が国、そして世界に届ける創薬イノベーション」

製薬協産業ビジョン2035の実現に向けて、

「Co-creation」と「変革」を通じて取組を更に加速させる

新たな「健康」、「経済」、「社会」価値の共創につなげていく

イノベーションを継続的に創
出し、健康寿命の延伸と
ともに我が国の経済成長に
貢献する

国民に革新的新薬を迅速に
届け、健康安全保障に貢献
する

倫理観と透明性を担保し、
社会から信頼される産業と
なる



各国の薬価政策

各国で医薬品市場環境の厳しさが増す中、日本には投資を呼び込める機会がある

• リベート率上昇

• 自由薬価期間短縮（12ヶ月→6ヶ月）

• 医薬品市場の成長上限率の設定

• 薬剤費上限超過時に製薬企業が払い戻し

• 国家医療保険償還医薬品リスト(NRDL)

に新規収載する際の価格引下げ

• 疾患重症度別の償還率

• 予算上限を超えた薬剤費は企業が返金

• IRA法に基づき薬価引き下げ

•米国新政権

（相互関税・最恵国待遇価格）

26

•予見性の低い薬価政策決定プロセス

•社会保障費の財源を薬剤費から捻出

• 承認後原則60日以内の薬価収載

• 皆保険により収載後の薬剤アクセスが容易



足元の課題への対応

• 社会保障関係費におけるシーリングの拡大前提となる財源コントロール

• 類似薬のない革新的新薬の新たな評価の仕組み

• 新薬創出等加算対象品の薬価維持

• 市場拡大再算定の特例の廃止

• 費用対効果評価制度の抜本的な見直しの議論開始

革新的新薬の価値評価

ドラッグラグ・ロス解消への取組
• 顕在化しているドラッグ・ロス品目の解消に向けた

政府と一体となった取組
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クロージング

革新的新薬の開発と投資の好循環
を生み出すエコシステム

医療DXによる効率化と
価値の再配分

高品質な医薬品を
安定的に供給できる生産体制

人々の健康・経済成長・財政運営の
均衡がとれた薬事・薬価制度

28

超高齢社会における持続可能な「日本型医療モデル」のグローバル発信をめざして
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